
埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金については、予算の範囲内に

おいて交付するものとし、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則

第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

 （交付の対象） 

 第２条 この補助金の対象は、「埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金事業実 

  施要綱」（平成２８年３月２日付け少子第１０７７号福祉部長通知）第４に基づき実 

  施する事業とする。 

  （交付額の算定） 

 第３条 この補助金の交付額は特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者及び特例保育 

  を行う施設又は事業所ごとに算定された別表の第１欄に掲げる補助対象経費ごとに第 

  ２欄の補助基準額に第３欄の補助率を乗じて得た額の合計額とする。ただし、算出され 

  た額に１円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 （交付の条件） 

第４条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければ

ならない。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速 

  やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 （申請書の様式等） 

第５条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 前項の規定による申請書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければなら

ない。 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

３ 申請書の提出期限は、毎会計年度定めるものとし、県は市町村に対して通知するもの

とする。 

４ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 （交付の方法） 

第６条 この補助金は、精算払で交付する。 

 （交付決定通知書の様式） 

第７条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第４号のとおりとする。  

 （状況報告） 

第８条 補助金の交付を受けた市町村は、知事の要求があったときは、本事業の遂行の状



況について、当該要求に 係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 （実績報告） 

第９条 規則第１３条の事業実績報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 

２ 前項の規定による報告書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければなら

ない。 

（１）事業実績書（様式第６号） 

（２）収支精算書（様式第７号） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

３ 報告書の提出時期は、事業の完了（事業の廃止の場合を含む。）後３０日を経過した

日、又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い期日ま

でに知事に提出しなければならない。 

 （確定通知） 

第１０条 規則第１４条の交付確定通知書の様式は、様式第８号のとおりとする。 

 （補助金の返還） 

第１１条 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、 既にその額を超え

る額を補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について返還す

ることを命ずる。         

 （書類の整備等） 

第１２条 市町村は、事業に係る収入及び支出等を明らかにし た帳簿を備え、かつ、当該

収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌

会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年３月２日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月１５日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別表】 

 

１ 補助対象経費 ２ 補助基準額 ３ 補助率 

 法第２７条第１項により支給

する施設型給付費 

 法附則第９条第１項第１号ロに

規定する額。ただし、同号イに規

定する額から政令で定める額を限

度として当該支給認定保護者の属

する世帯の所得の状況その他の事

情を勘案して市町村が定める額

（以下「利用者負担額」という。）

を控除する前の額を公定価格から

差し引いた額を上限とする。 

１／２ 

（１円未満の端

数切捨て） 

 法第２８条第１項第１号によ

り支給する特例施設型給付費 

 法附則第９条第１項第２号イ

（２）に規定する額。ただし、同

号イ（１）に規定する額から利用

者負担額を控除する前の額を公定

価格から差し引いた額を上限とす

る。 

 法第２８条第１項第２号によ

り支給する特例施設型給付費 

 法附則第９条第１項第２号ロ

（２）に規定する額。ただし、同

号ロ（１）に規定する額から利用

者負担額を控除する前の額を公定

価格から差し引いた額を上限とす

る。 

 法第３０条第１項第２号によ

り支給する特例地域型保育給付

費 

 法附則第９条第１項第３号イ

（２）に規定する額。ただし、同

号イ（１）に規定する額から利用

者負担額を控除する前の額を公定

価格から差し引いた額を上限とす

る。 

 法第３０条第１項第４号によ

り支給する特例地域型保育給付

費 

 法附則第９条第１項第３号ロ

（２）に規定する額。ただし、同

号ロ（１）に規定する額から利用

者負担額を控除する前の額を公定

価格から差し引いた額を上限とす

る。 

 



様式第１号（第４条関係） 
 

第     号 
年  月  日 

 
（あて先） 
 埼玉県知事    
 
 
                      市町村長         
 
 

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金（変更）交付申請書 
 
 下記のとおり埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金を交付されるよう、

埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金交付要綱第５条の規定により、関係

書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１ （変更）交付申請額  金               円 
 
２ 添付書類 
（１） 事業計画書（様式第２号） 
（２） 収支予算書（様式第３号） 
（３） その他知事が必要と認める書類 
 

担当課 
担当者名 
電話番号 



様式第４号（第７条関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

    市町村長 様 

 

 

                      埼玉県知事         

 

 

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金（変更）交付決定通知書 

 

    年  月  日付け   第   号で（変更）申請のあった埼玉県教育認定

子どもに係る施設型給付費等補助金については、下記のとおり交付します。 

 

記 

 

１ （変更）交付金額  金               円 

 

２ 支払方法  精算払 

 

３ その他 

（１） この補助金の額の決定は、埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金交

付要綱（以下「交付要綱」という。）第３条に定める交付額の算定方法により行わ

れたものである。 

（２） この補助金は、交付要綱第４条に規定する条件に基づき交付するものである。 

（３） この補助金に係る実績報告は、交付要綱第９条に定めるところにより行わなけれ

ばならない。 



様式第５号（第９条関係） 
 

第     号 
年  月  日 

 
（あて先） 
 埼玉県知事    
 
 
                      市町村長         

 
 

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金事業実績報告書 
 
  標記について、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 
記 

 
１ 精算金額  金               円 
 
２ 添付書類 
（１） 事業実績書（様式第６号） 
（２） 収支決算書（様式第７号） 
（３） その他知事が必要と認める書類 
 

担当課 
担当者名 
電話番号 



様式第８号（第１０条関係） 

 

                             第         号 

                             年  月  日 

 

    市町村長      様 

 

 

                     埼玉県知事        

 

 

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金交付確定通知書 

 
     年 月 日付け  第    号で交付決定をした  年度埼玉県教育認定子ど

もに係る施設型給付費等補助金については、  年  月  日付け    第   号

による事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定します。 

 

 

記 

 

１ 確 定 額        金                      円 

 

２ 交付(変更)決定額   金           円 

 

３ 差引過不足（△）額  金           円 
 



様式第２号（第５条関係）

市町村名

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金事業計画書

地方単独費用分の
支出額

A

公定価格
B

全国統一費用分の
支出額※

C

負担金の上限額
D

（B-C）

補助基準額
E

（AとDのうち少ない
方の額）

県費補助額
（E×１／２）

1円未満の端数切捨て

施設型給付費
（法第２７条第１項関係）

特例施設型給付費
（法第２８条第１項第１号関係）

特例施設型給付費
（法第２８条第１項第２号関係）

特例地域型保育給付費
（法第３０条第１項第２号関係）

特例地域型保育給付費
（法第３０条第１項第４号関係）

合　　計

※　各年度において国が定める全国統一部分の公定価格に対する割合をBに掛けて算出する。（１円未満の端数切捨て）



様式第３号（第５条関係）

市町村名

年度収支予算書

１　収入

項　目※
本年度予算額

A
前年度予算額

B
比較増減

A-B
備考

県費補助金

市町村費

計

２　支出

項　目※
本年度予算額

A
前年度予算額

B
比較増減

A-B
備考

教育認定子どもに係る
施設型給付費等補助金
（地方単独費用部分）

計

※　項目の名称については、適宜変更してください。



様式第６号（第９条関係）

市町村名

年度埼玉県教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金事業実績書

地方単独費用分の
支出額

A

公定価格
B

全国統一費用分の
支出額※

C

負担金の上限額
D

（B-C）

補助基準額
E

（AとDのうち少ない
方の額）

県費補助額
（E×１／２）

1円未満の端数切捨て

施設型給付費
（法第２７条第１項関係）

特例施設型給付費
（法第２８条第１項第１号関係）

特例施設型給付費
（法第２８条第１項第２号関係）

特例地域型保育給付費
（法第３０条第１項第２号関係）

特例地域型保育給付費
（法第３０条第１項第４号関係）

合　　計

※　各年度において国が定める全国統一部分の公定価格に対する割合をBに掛けて算出する。（１円未満の端数切捨て）



様式第７号（第９条関係）

市町村名

年度収支精算書

１　収入

項　目※
本年度精算額

A
本年度予算額※※

B
比較増減

A-B
備考

県費補助金

市町村費

計

２　支出

項　目※
本年度精算額

A
本年度予算額※※

B
比較増減

A-B
備考

教育認定子どもに係る
施設型給付費等補助金
（地方単独費用部分）

計

※　項目の名称については、適宜変更してください。
※※　本年度予算額には、補正後の額を記入してください。


